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はじめに
本マニュアルは、個人事業主・小規模事業者が提供する職業訓練について、無理なく適切な評価が行えるように、最小限の体制で実施できる方法をまとめたものです。
求職者支援訓練等の認定申請に必要な評価シート作成の際にも使用できます。


第１章　評価対象および評価指標の設定

1-1. 評価対象と評価指標
個人事業主・小規模事業者で運用しやすいよう、項目を簡素化する。
（１）受講者の習得度（知識・技能）
・テスト・修了テスト
・実技課題、提出物
（２）受講態度・訓練成果
・出席状況
・資格取得の有無（必要に応じて）
（３）講師（兼個人事業主の場合が多い）
・教え方（指導方法）
・受講者アンケートによる満足度
（４）訓練コース全体
・応募者数
・修了率
・就職率（任意）
・受講者満足度
（５）訓練サービス全体
・訓練分野の就職ニーズとの適合
・全体満足度

1-2. 評価方法
個人事業主でも評価ができるよう、講師＝評価者でよい。ただし、必要に応じて外部講師・外部評価者も可。
	評価対象
	評価指標
	評価方法
	評価者

	受講者（習得度）
	知識
	小テスト
	講師

	受講者（習得度）
	技能
	実技・提出物
	講師

	出席・態度
	出席状況
	出席簿
	講師

	講師
	満足度
	アンケート
	受講者

	訓練コース
	修了率・満足度など
	実績集計
	事業主



1-3. 評価担当者
事業規模が小さい場合、以下のように簡素化できる。
・原則：講師（＝事業主）が評価を実施
・外部講師・外部支援者がいる場合は、能力に応じて評価を分担
・必要に応じて外部研修（オンライン含む）で評価方法を学ぶことで代替可能

1-4. 評価方法の見直し
・年１回を目安に、評価項目・評価指標を見直す
・評価様式変更時や訓練内容変更時には適宜更新

第２章　職業訓練の効果の評価方法

2-1. 評価シートの作成
・「カリキュラム作成ナビ」から様式をダウンロード
・必要なのは「様式13-1（職業能力証明シート）」
・認定申請時は評価欄を空欄のまま提出する
・訓練実施後に講師が記入すればよい

2-2. 評価の流れ（個人事業主向けに簡素化）
①訓練開始前の説明
・訓練目標
・評価方法
・到達目標（簡潔でOK）
②中間評価（任意）
・訓練期間が2ヶ月以上の場合は1回実施
・期間が短い場合は省略可能
③修了評価（必須）
・受講者の自己評価
・講師（事業主）の評価
・到達できなかった部分の助言

2-3. 評価の実施ポイント（簡単版）
・「A：できている」「B：概ねできている」「C：まだできていない」の３段階
・評価は直近の訓練状況をもとに行う
・判定に迷う場合は
80％以上できている → A
20～79％ → B
20％未満 → C

2-4. 指導者との連携
・個人事業主の場合：
講師兼評価者でOK
外部講師がいる場合は、評価に必要な情報を共有
訓練日誌（簡単なメモ形式でも可）で記録を残せるとなお良い

第３章　職業訓練サービスの評価

3-1. 評価担当者
・原則：事業主が担当
・外部講師に任せてもよい
・必要に応じて外部の第三者による意見聴取も可能

3-2. 評価指標別の評価方法（小規模向けの簡易版）
（１）訓練コース
・応募者数
・修了率（必須）
・就職率（任意）
・資格取得率（該当時）
・受講者満足度
※毎期の結果を記録し、前年と比べて改善点を確認する。

（２）訓練サービス全体
・分野の求人ニーズとの一致度
・全体満足度
・必要に応じて外部の求人情報・ハローワーク情報などを参考
以上
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